
議案第１１号

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成３０年２月９日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区事務手数料条例の一部を改正する条例

杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のように改

正する。

別表第１の９８の項中「又は第１３項ただし書」を「、第１３項ただし書又は第

１４項ただし書」に改め、同表の１００の２の項、１０１の項、１０７の項、１１

０の項、１１５の項及び１２２の項中「建ぺい率」を「建蔽率」に改める。

別表第２の２０の項中「再交付」の次に「又は番号利用法第７条第２項の規定に

より通知をした場合（自己の責めに帰すべき事由によって番号利用法第２条第５項

に規定する個人番号（以下「個人番号」という。）が漏えいした場合に限る。）で

あって、番号利用法第１７条第１項の規定による申請をしたときにおける個人番号

カードの交付（当該申請をした者に対する最初の交付を除く。）」を加え、同表の

２１の項中「再交付」の次に「又は番号利用法第７条第２項の規定による通知をす

る場合（自己の責めに帰すべき事由によって個人番号が漏えいした場合に限る。）

における通知カードの交付」を加え、「のとき」を「又は請求のとき（区長が別に

定める場合にあっては、区長の指定する日まで）」に改める。

附 則

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区事務手数料条例別表第２の２０の項の規定（個

人番号カードの交付に関する部分に限る。）は、この条例の施行の日以後に行わ

れた行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第１７条第１項の規定による申請について適用する。



（提案理由）

自己の責めに帰すべき事由に係る個人番号カード及び通知カードの交付手数料を

定める等の必要がある。


